インド市場開拓と競争のあり方 by カルキ ティルータ
97インド市場開拓と競争のあり方
初めに
　世界の多極化と経済のグローバル化による世界経済の大
きな変化のなかで、米国発世界金融・経済危機を一つの
きっかけとして、先進国から新興国へと世界経済のシフト
が顕著になっている。それに伴い、消費市場においても、
日系企業に優位があるとされる高品質・高付加価値のハイ
エンド商品の主力市場である先進国が景気後退や人口減少
などの要因で縮小傾向にある一方で、新興国市場がより一
層の存在感と重要性を増してきている。とりわけ、新興国
市場でそのけん引役となっているのが、国内総生産
（GDP）で日本を抜き世界第２位となり、「世界の工場」
に加えて「世界の市場」としても注目を集める中国と購買
力評価で世界第３位（図表１）にあるインドである。
　インドは、経済発展に伴い、ボリュームゾーン１と呼ば
れる中間所得者層とその市場が拡大し、消費に重要な役割
を果たしている。このボリュームゾーンは今後も顕著に拡
大していくことが見込まれ、世界中の多くの多国籍企業が
すでに戦略や経営・生産システムをボリュームゾーン向け
に展開しており、また地場企業の成長も著しいことから競
争が激化している。このようにボリュームゾーン市場の開
拓を巡って競争も激化している。しかしながら、一般的に
日系企業はその戦略に遅れを取り、苦戦を強いられている
とされ、大きな課題の一つになっている。以上のようなこ
とから、（1）インドボリュームゾーンの開拓と（2）イン
ドボリュームゾーン競争戦略における日系企業の現状と展
望について考察する。
１ ．ボリュームゾーン開拓
　経済産業省は、世帯可処分所得別に、35,000ドル以上を
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世界の多極化と経済のグローバル化による世
界経済の大きな変化のなかで、米国発世界金融・
経済危機を一つのきっかけとして 先進国から新
興国へと世界経済のシフトが顕著になっている。
それに伴い、消費市場においても、日系企業に優
位があるとされる高品質・高付加価値のハイエン
ド商品の主力市場である先進国が景気後退や人
口減少などの要因で縮小傾向にある一方で、新興
国市場がより一層の存在感と重要性を増してき
ている。とりわけ、新興国市場でそのけん引役と
なっているのが、国内総生産（GDP）で日本を抜
き世界第2位となり、「世界の工場」に加えて「世
界の市場」としても注目を集める中国と購買力評
価で世界第3位（図表１）にあるインドである。 
 
 
図表1：購買力によるGDP 
 
出所；JPWC予測レポート２０１５ 
 
インドは、経済発展に伴い、ボリュームゾー
ン1と呼ばれる中間所得者層とその市場が拡大
し、消費に重要な役割を果たしている。このボ
リュームゾーンは今後も顕著に拡大していくこ
とが見込まれ、世界中の多くの多国籍企業がす
でに戦略や経営・生産システムをボリュームゾ
ーン向けに展開しており、また地場企業の成長
も著しいことから競争が激化している。このよ
うにボリュームゾーン市場の開拓を巡って競争
も激化している。しかしながら、一般的に日系
企業はその戦略に遅れを取り、苦戦を強いられ
                                                  
1本レポートでは、中間層のことはボリュームソ
ーンとする。 
 
ているとされ、大きな課題の一つになっている。
以上のようなことから、(1)インドボリュームゾ
ーンの開拓と(2)インドボリュームゾーン競争
戦略における日系企業の現状と展望について考
察する。 
1.ボリュームゾーン開拓： 
経済産業省は，世帯可処分所得別に，35,000 
ドル以上を「富裕層」，5,000 ドル以上 35,000 
ドル未満を「中間層」，1,000 ドル以上 5,000 ド
ル未満を「低所得層」，1,000 ドル未満を「貧困
層」と定義している（「通商白書」2009 年
版）。 
 
2015 年に 5.9%拡大したインドの GDP は、
2016 年には 6.3%成長を記録する見通しがある。
98 AIBSジャーナル　No.10
「富裕層」、5,000ドル以上35,000ドル未満を「中間層」、
1,000ドル以上5,000ドル未満を「低所得層」、1,000ドル未
満を「貧困層」と定義している（「通商白書」2009年版）。
　2015年に5.9％拡大したインドの GDP は、2016年には
6.3％成長を記録する見通しがある。GDP が増加すること
で、可処分所得が増加し、所得のボリュームゾーンが徐々
に高い所得層へとシフトしている。ボリュームゾーンと
は、１番人口の多い所得層のことである。所得のボリュー
ムゾーンが低所得層から中間層へとシフトしていく。一定
の購買力をもつと言われているボリュームゾーンは将来的
にも拡大が見込まれるので、購買力の拡大が期待される。
このようにインドにおいて、ボリュームゾーンは大きく増
加し、今後は更に高い所得層の伸びが期待される。インド
市場は急成長しており、その所得のボリュームゾーンと
なっていく中間層は大きな消費市場として注目されてい
る。大卒の初年度年収は30万ルピー前後であるため、世帯
年収が30万ルピーの場合、60万円相当、月収５万円程度で
ある。この所得水準では、32インチ以上の液晶テレビなど
耐久消費財を簡単には買うことはできないはずであるが、
LG 電子などは2004年頃から好調に売上を伸ばし、ブラン
ド評価を高めている。やはり盛んな購買意欲に支えられ、
家族で貯金して買う等消費は確実に拡大しているといえ
る。世帯年収20～50万ルピー前後の層は、人口の約１割だ
が、規模にして1.2億人であり、インドの経済発展に伴っ
て増加している。このようにインド経済の成長と共にボ
リュームゾーンは全国的に増加しており、ボリュームゾー
ンの購買力増加によって今後、市場も多様化が進むことが
予想される。
　多くの多国籍企業がインドでビジネスを展開している
が、そのほとんどが自国でのビジネスモデルをそのまま持
ち込んでいる。業務モデルが同じため、所得水準の最も高
い層をターゲットすることになるが、この層は十分なリ
ターンを生むほどの規模ではなく、苦戦をしている。図表
２は、亜細亜大学大学院アジア・国際経営戦略研究科の池
島研究室が行ったアンケートによるものである。この図表
を見ると、日本企業のボリュームゾーン戦略は、中国市場
には増える傾向にあるもののインド市場ではそれほど力い
れてないことが分かる。
　ハイエンド商品によって市場シェアを獲得してきた日系
企業にとって、インドの「ボリュームゾーン」の攻略は決
して容易ではない。なぜならば、ボリュームゾーンとして
潜在購買能力が高く期待されるにもかかわらず、その市場
の掘り起こしには従来とまったく異なる一面があるからで
ある。（新宅・天野2009）は、日本企業の製品が新興国市場
中間層のニーズを的確に捉えていないことを問題意識とし
て、新興国市場に向けた戦略再構築の方向性を、市場戦略
と資源戦略の両面から考察している。新興国において普及
段階に差し掛かる製品には、先進国では稀に存在する独自
なニーズや消費慣行が多々あるため、開拓にあたってグ
ローバル市場からの乖離を個別に対応することが必要であ
る。そして、新興国の普及製品のエントリーラインと先進
国市場向けの製品のエントリーラインとでは、品質とコス
トいずれの面においても大きな開きがあるため、高品質高
付加価値路線に馴染んだ先進国企業に対しては、利益がで
るほど現地ニーズに見合った製品の投入ができるかどうか
の点で、そのスキルが問われる。特に、先進国市場におい
て品質向上に対して努力を積み重ねてきた企業にとって、
既存市場では「均衡状態」として存在する適正品質（新
宅・天野2009，p.8）が、将来有望とされる新興国の普及
品市場では過剰品質として顕在化される場合、両市場間の
市場条件に非連続性が生じる。更に、その非連続性への対
応は、現実には、これまで先進国市場に依拠して蓄積して
きた先進国企業の経営資源ポートフォリオの対応可能性を
はるかに超える可能性もある故に、過剰品質が直ちに解消
されないというジレンマが生じうる。すなわち、「新興国
市場戦略のジレンマ」と称される課題である（新宅・天野
2009）。したがって「ボリュームゾーン」戦略は、スペッ
クダウンによる低価格品投入という手段との区別をつけ、
持続的に勝ち残るための、商品の企画から、開発設計、調
達、製造と販売までといった既存のものづくり流れを根本
から練り上げる視点が必要とされる。
２ ．インド市場の競争のあり方
　世界的消費財メーカー、ユニリーバの子会社ヒンドゥス
タン・リーバ社は、インド農村部の消費者を深く観察し
た。そこから、消費者は１度製品を使ってその価値を自ら
確かめたうえで、初めて本格的な購入に至ること、また量
は少なくても、価格が安いほうが購入に結び付きやすいこ
とに着目した。シャンプーを１回分の小分けにして１ル
ピー（２円弱）に満たない価格で販売し、大きな成功を収
めている。また、グローバルな携帯電話メーカーであるノ
キアは、現地のニーズをつぶさに観察した結果、2007年に
Nokia1200という端末を発売した。１台の端末に五つの電
話帳機能が搭載され、家族で１台の電話を共有できる。ま
た農村部の環境を配慮し、泥や水、ホコリに耐えうる仕様
にするとともに、農村部の電力事情の悪さやトラック運転
手のニーズに対応し、トーチライトを先端部に取り付け
た。さらに一定時間会話をすると自動的に通話が切れ、料
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金を節約できるタイマー機能など、現地のニーズをうまく
くみ取った機能も追加した。そして価格は、バリューにう
るさいインド人でも納得できる１台40ドル未満にした。こ
の端末はインドに広く普及し、ノキアは50％に迫るマー
ケットシェアを確保することまでなった。
　　冷蔵庫はインド市場にとって高い将来性を秘めた商品
として知られている。しかし、従来のコンプレッサー式冷
蔵庫は、価格も使用コストも高いため、市場の18％にしか
普及していなかったのである。インドの耐久消費財企業で
ある、ゴドレッジ・アンド・ボイスはこの未開拓市場を視
野に入れて詳細な調査を行った結果、従来型冷蔵庫を自家
用に所有する余裕がないため、供用の中古冷蔵庫を利用し
ていた。この供用冷蔵庫はニーズを満たすものではなかっ
たが、それは予想されるような理由からではなかった。冷
蔵庫には、ほぼ例外なく、数点の食品しか保存されていな
かった。彼らは、少量の野菜や牛乳を毎日卦買っていたの
である。電力供給が安定的ではないため、要冷蔵食品は腐
りやすかった。また、飲料水を冷やしたいだけで製氷機能
は求めていなかった。調査結果から、彼らが求めているの
は、残り物を保存することで二回に分けて食べること、飲
料水を室温よりも低く保つことだというのが明らかになっ
た。この結果では、中間層が求めている冷蔵庫はハイエン
ド向けの大量の生鮮食料品を冷蔵でき、冷凍保存できる機
能の付いている冷蔵庫ではないことが分かった。要する
に、中間層が求めている商品はハイエンド向けの商品では
なく、彼らのライフスタイルに必要とされている機能がつ
いて、価格も手頃であることなのである。
　従来型冷蔵庫に月給ほどの金額を払い、単純な機能の為
に高い電気代を支払う意味は明らかになかった。また従来
型冷蔵庫の低価格タイプでは、品質の低いものも存在し
た。ここに、必要十分なサービスを提供できていない中間
層市場に向けて、まったく新しい商品を作るというニーズ
があったのである。まったく新しい商品を導入すること
で、人々が求めている機能を改良することは、存在しない
需要を創造するより簡単である。また、過剰品質で高価格
のものより、必要な品質で低価格のほうが理想である。ガ
ソリンの価格がほかの物価に比べて高いインドでは、マル
チ・スズキの燃費の良い小型車「スズキ・マルチ800」が
売れ筋となる理由も同じである。ゴドレッジ・アンド・ボ
イスの、詳細な調査に基づき誕生したのが「チョット・
クール」という、縦２フィット、横1.5フィットで、容量
は43リットルの新しい冷蔵庫である。「チョット・クール」
は、たった20この部品で作られており、コンプレッサーや
冷却チューブ、冷媒を用いず通電によって冷却する半導体
とデスクトップ PC の過熱防止用の送風機を使っている。
インドでよく起きる停電時もバッテリーで動かし、本体の
重さが７～８キロのため、簡単で持ち運びでき、価格は一
般的な冷蔵庫の半分のおよそ6000円である。このように、
サイズが適正で、持ち運びが可能な上、停電時には従来型
冷蔵庫より信頼できることから、中間層の消費者にとって
最も重要な性能基準が揃っており、ライフスタイルに合っ
た商品となった。このようにターゲットを中間層に絞り込
図表２　日本企業のボリュームゾーン戦略図表 2：日本企業のボリュームゾーン戦略 
出所；池島研究室 2015 年アンケート 
2.インド市場の競争のあり方：
世界的消費財メーカー、ユニリーバの子会社ヒ
ンドゥスタン・リーバ社は、インド農村部の消費
者を深く観察した。そこから、消費者は1度製品
を使ってその価値を自ら確かめたうえで、初めて
本格的な購入に至ること、また量は少なくても、
価格が安いほうが購入に結び付きやすいことに
着目した。シャンプーを1回分の小分けにして1ル
ピー（2円弱）に満たない価格で販売し、大きな
成功を収めている。また、グローバルな携帯電話
メーカーであるノキアは、現地のニーズをつぶさ
に観察した結果、2007年にＮｏｋｉａ1200という
端末を発売した。1台の端末に五つの電話帳機能
が搭載され、家族で1台の電話を共有できる。ま
た農村部の環境を配慮し、泥や水、ホコリに耐え
うる仕様にするとともに、農村部の電力事情の悪
さやトラック運転手のニーズに対応し、トーチラ
イトを先端部に取り付けた。さらに一定時間会話
をすると自動的に通話が切れ、料金を節約できる
タイマー機能など、現地のニーズをうまくくみ取
った機能も追加した。そして価格は、バリューに
うるさいインド人でも納得できる1台40ドル未満
にした。この端末はインドに広く普及し、ノキア
は50％に迫るマーケットシェアを確保すること
までなった。 
 冷蔵庫はインド市場にとって高い将来性を
秘めた商品として知られている。しかし、従来
のコンプレッサー式冷蔵庫は、価格も使用コス
トも高いため、市場の 18%にしか普及していな
かったのである。インドの耐久消費財企業であ
る、ゴドレッジ・アンド・ボイスはこの未開拓
市場を視野に入れて詳細な調査を行った結果、
従来型冷蔵庫を自家用に所有する余裕がないた
め、供用の中古冷蔵庫を利用していた。この供
用冷蔵庫はニーズを満たすものではなかったが、
それは予想されるよう 理由からではなかった。
冷蔵庫には、ほぼ例外な 、数点の食品しか保
存されていなかった。彼らは、少量の野菜や牛
乳を毎日卦買っていたのである。電力供給が安
定的ではないため、要冷蔵食品は腐りやすかっ
た。また、飲料水を冷やしたいだけで製氷機能
は求めていなかった。調査結果から、彼らが求
めている は、残り物を保存することで二回に
分けて食べること、飲料水を室温よりも低く保
つことだというのが明らかになった。この結果
では、中間層が求めている冷蔵庫はハイエンド
向けの大量の生鮮食料品を冷蔵でき、冷凍保存
できる機能の付いている冷蔵庫ではないことが
分かった。要するに、中間層が求めている商品
はハイエンド向けの商品ではなく、彼らのライ
フスタイルに必要とされている機能がついて、
価格も手頃であることなのである。 
従来型冷蔵庫に月給ほどの金額を払い、単純な
機能の為に高い電気代を支払う意味は明ら に
なかった。また従来型冷蔵庫の低価格タイプでは、
品質の低いものも存在した。ここに、必要十分な
サービスを提供できていない中間層市場に向け
て、まったく新しい商品を作るというニーズがあ
ったのである。まったく新しい商品を導入するこ
とで、人々が求めている機能を改良することは、
出所：池島研究室2015年アンケート
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み、大きなボリュームを稼ぎ、かつ中間層のライフスタイ
ルに合った商品を手頃な値段で売るということはインド市
場成功の鍵になるといえる。
まとめ
　中間層消費者の購買力の相対的な低さや、競争環境の相
違、消費者の地理的分散度の高さ、消費者の優先順位や期
待度の違い、急速に変化するインフラ、政治の影響、規制
など、インド市場には特有の事情があるため、たいていの
場合、何らかのビジネスモデル・イノベーションが不可欠
となる。地元の好みにあわせて商品をカスタマイズする必
要があることを理解している企業は多いが、それだけでは
不十分だと認識している企業はそれほど多くない。インド
で持続的な優位性を築くためには、ビジネスモデルを根本
から変える必要がある。流通網など先進国では当たり前の
バリューチェーンの要素に根本的な相違があるため、イノ
ベーションが求められる。たとえばインドでは、国内の流
通業や小売店を保護するために、テスコやウォルマートな
ど、複数ブランドを扱う外資系総合小売業チェーンは単独
での営業を許されていない。そのため、消費財メーカーは
インドの消費者にリーチするため、綿密に考えられた、特
別の流通スキームを開発する必要がある。
参考文献
１）	 Aoshima,	 Kubota,	 Sakamoto、青嶋稔、久保田洋介、
坂本遼平（2009）「セカンドステージに入った新興国向
けものづくり　中間所得層に主眼を置いたエレクトロニ
クス業界の新興国戦略に学ぶ」『知的資産創造』．
２）	 C.K.	Prahalad	and	Gary	Hamel,“The	Core　Compe-
tence	 of	 the	 Corporation,”Harvard BusinessReview,	
May-June	1990.
３）	 David	J.	Collis	and	Cynthia	A.	Montgomery,	Corpo︲
rate strategy: resources and the scope of the firm,	Irwin,	
1997.（根来龍之・蛭田啓・久保亮一訳『資源ベースの経
営戦略論』東洋経済新報社、2004年。）
４）	 Japan	Research	Institute	（2010）	『アジアマンスリー』
10（115）:1-15.
５）	 Michael	E.	Porter,	Competitive	strategy,	Free	Press,	
1980.（土岐坤・中辻萬治・服部照夫訳『新訂　競争の戦
略』ダイヤモンド社、1995年。）
６）	 Ministry	of	Economy,	Trade	and	Industry	経済産業
省（2010）『通商白書　2010』．
７）	 Mizuho	Research	Institute みずほ総合研究所（2010）
『中国・インドの「ボリュームゾーン」市場に逃む日本
企業～台頭する	「中間層」・「中間層予備軍」の囲い込み
がカギ～』．
８）	 NRI	 野村総合研究所（2011）「新70兆ドル興国・開発
途上国における王道戦略としての BOP ビジネスの実践
～55億人市場に向けて」
９）	 R.	 Amit,	 and	 P.	 J.	 Schoemaker,“Strategic	 Assets	
and	Organizational	Rent,”Strategic Management Jour︲
nal,	14（1）,	1993.
10）	 	 Shigeki	 Ichii,	 Susumu	 Hattori	 and	 David	 Michael,
“How	 to	 win	 in	 emmerging	 markets;	 lesson	 from	
japan,”Harvard BusinessReview,	February-2014.
11）	 Shintaku	and	Amano 新宅純二郎・天野倫文（2009）
「新興国市場戦略論―市場・資源戦略の転換―」『経
済学論集』第75巻第３号，pp.40-62.
12）	 The	Japan	research	institute	limited	日本総研（2012・
10.16）http://www.jri.co.jp/page.jsp?id=22012
13）	 Yanagawa	 and	Mori、柳川範之、森直子（2010）『ア
ジアの「内需」を牽引する所得層　景気が失速しても中
間所得層の拡大は	大きい』NIRA 研究報告書．
インターネット文献
◆ Business	World	のホームページ
	 （http://www.businessworld.in/）。
◆インド商工会（FICCI）のホームページ	（http://www.
ficci.com/）。
◆ SUZUKI のホームページ（http://www.suzuki.co.jp/）。
◆ Society	of	 Indian	Automobile	Manufactures（SIAM）
のホームページ（http://www.siamindia.com/scripts/
market-share.aspx）。
◆ Jetro のホームページ（http://www.jetro.go.jp/）
◆日経新聞のホームページ（http://www.nikkei.com/）
注
１）	 本レポートでは、中間層のことはボリュームソーンと
する。
